
相模原労働基準監督署第三方面相模原労働基準監督署第三方面

労働基準法関連(社会福祉施設)労働基準法関連(社会福祉施設)



相模原労働基準監督署に寄せられた相談相模原労働基準監督署に寄せられた相談

1位 賃金未払い（16.7%）

2位 いじめ・嫌がらせ（9.7%）

3位 年次有給休暇（7.6%）

3位 残業代未払い（7.6%）

5位 解雇予告手当（6.3%）

1位 賃金未払い（16.7%）

2位 いじめ・嫌がらせ（9.7%）

3位 年次有給休暇（7.6%）

3位 残業代未払い（7.6%）

5位 解雇予告手当（6.3%）

※令和7年度（社会福祉施設関係）※令和7年度（社会福祉施設関係）

賃金未払い(16.7％)

いじめ・嫌がらせ(9.7％)

年次有給休暇(7.6％)

残業代未払い(7.6％)

解雇予告手当(6.3％)

休憩(4.9％)

労働条件の明示(4.9％)

その他(42.3％）
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パートにも有給休暇は発生する？パートにも有給休暇は発生する？

6年
6か月以上

5年
6か月

4年
6か月

3年
6か月

2年
6か月

1年
6か月

6か月1年間の所定労
働日数

週所定
労働日数

週所定
労働時間

20日18日16日14日12日11日10日30時間以上

217日以上５日以上30時間
未満

15日13日12日10日9日8日7日169日から
216日まで

4日

11日10日9日8日6日6日5日121日から
168日まで

3日

7日6日6日５日4日4日3日73日から
120日まで

2日

3日3日3日2日2日2日1日48日から
72日まで

1日

よくある相談ケース1よくある相談ケース1

【 ここにも注意！】
・10日以上の年次有給休暇が労働者に付与される場合、年間に５日の有給休暇の確実な取得が義務付けられています。
・労働者ごとに年次有給休暇管理簿を作成し、5年間（当分の間は3年間）保存する必要があります。

Q.パートタイム労働者(短時間労働者)にも年次有給休暇は与える必要がありますか？

→A.週1勤務であっても、年次有給休暇を与える必要があります。

与えるべき日数等の詳細は以下の表のとおり。

Q.パートタイム労働者(短時間労働者)にも年次有給休暇は与える必要がありますか？

→A.週1勤務であっても、年次有給休暇を与える必要があります。

与えるべき日数等の詳細は以下の表のとおり。
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（発展）働く日数が不規則なパートの場合（発展）働く日数が不規則なパートの場合

予定されている今後1年間の所定労働日数を算出し難い場合の取扱い

→年次有給休暇が比例付与される日数は、原則として基準日（年次有給休暇
付与日）において予定されている今後1年間の所定労働日数に応じた日数で
す。

ただし、予定されている所定労働日数を算出し難い場合には、基準日直前
の実績を考慮して所定労働日数を算出することとして差し支えありません。

したがって、例えば、雇入れの日から起算して6か月経過後に付与される
年次有給休暇の日数については、過去6か月の労働日数の実績を2倍したも
のを「1年間の所定労働日数」とみなして判断して差し支えありません。

予定されている今後1年間の所定労働日数を算出し難い場合の取扱い

→年次有給休暇が比例付与される日数は、原則として基準日（年次有給休暇
付与日）において予定されている今後1年間の所定労働日数に応じた日数で
す。

ただし、予定されている所定労働日数を算出し難い場合には、基準日直前
の実績を考慮して所定労働日数を算出することとして差し支えありません。

したがって、例えば、雇入れの日から起算して6か月経過後に付与される
年次有給休暇の日数については、過去6か月の労働日数の実績を2倍したも
のを「1年間の所定労働日数」とみなして判断して差し支えありません。

4



割増賃金ってなに？割増賃金ってなに？
よくある相談ケース2よくある相談ケース2

Q.よく耳にする残業させたら支払う必要のある割増賃金って、具体的にはどんな制度ですか？

→A.時間外労働（１日８時間、週４０時間を超えた労働のこと）に対しては、25％以上（※）

の割増賃金を支払わなければなりません。

☆その他、支払う義務のある割増賃金のルール

・深夜割増 深夜業(午後10時から午前5時までの労働)に対しては、25％以上の割増賃金を支払う必要がある。

・休日割増 休日労働に対しては、35％以上の割増賃金を支払う必要がある。

Q.よく耳にする残業させたら支払う必要のある割増賃金って、具体的にはどんな制度ですか？

→A.時間外労働（１日８時間、週４０時間を超えた労働のこと）に対しては、25％以上（※）

の割増賃金を支払わなければなりません。

☆その他、支払う義務のある割増賃金のルール

・深夜割増 深夜業(午後10時から午前5時までの労働)に対しては、25％以上の割増賃金を支払う必要がある。

・休日割増 休日労働に対しては、35％以上の割増賃金を支払う必要がある。

※ここに注目
令和5年まで中小企業は適用が猶予されていたが、現在は規模に関係なく１か月に６０時間を超える    

時間外労働をさせた場合は、割増賃金率が50％以上となっているため要注意！

・Point
→ここでいう“休日”とは、「法定休日」のことを指します。
‣法定休日：原則、毎週１回の休日のこと。（例外として、4週を通じて4日以上の休日【変形休日制】）∴Ex.週休二日制で土曜日と日曜日が休みの場合、土曜日のみを働かせたからといって、休日割増の支払義務はない。
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処遇改善手当は、割増賃金の基礎に含める？処遇改善手当は、割増賃金の基礎に含める？

Q.国からの補助金（処遇改善手当）を割増賃金の基礎に含める必要があります
か？

→A.含める必要があります。 ← 近年、この点に関する法違反が多いため要注意です！

補助金（処遇改善手当）は、「決まって毎月支払われる手当」として支払う場合に、その金額を割
増賃金に反映させる必要があります。

 使用者は時間外労働や休日労働を行わせた際には、法定の割増賃金を支払う義務があり、労働基準
法第 37 条第５項及び労働基準法施行規則第 21 条で列挙されている手当（通勤手当、家族手当、別居

手当、子女教育手当、住宅手当、臨時に支払われた賃金、一箇月を超える期間ごとに支払われる賃
金）に該当する賃金以外の賃金は、割増賃金の基礎となる賃金に算入する必要があるため、「決まっ
て毎月支払われる手当」として補助金（処遇改善手当）を支払う場合、その性質上、上記手当には該
当しないことから、割増賃金の基礎となる賃金に算入して割増賃金を支払う必要があります。

Q.国からの補助金（処遇改善手当）を割増賃金の基礎に含める必要があります
か？

→A.含める必要があります。 ← 近年、この点に関する法違反が多いため要注意です！

補助金（処遇改善手当）は、「決まって毎月支払われる手当」として支払う場合に、その金額を割
増賃金に反映させる必要があります。

 使用者は時間外労働や休日労働を行わせた際には、法定の割増賃金を支払う義務があり、労働基準
法第 37 条第５項及び労働基準法施行規則第 21 条で列挙されている手当（通勤手当、家族手当、別居

手当、子女教育手当、住宅手当、臨時に支払われた賃金、一箇月を超える期間ごとに支払われる賃
金）に該当する賃金以外の賃金は、割増賃金の基礎となる賃金に算入する必要があるため、「決まっ
て毎月支払われる手当」として補助金（処遇改善手当）を支払う場合、その性質上、上記手当には該
当しないことから、割増賃金の基礎となる賃金に算入して割増賃金を支払う必要があります。

よくある相談ケース3よくある相談ケース3
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同一労働同一賃金ってなに？同一労働同一賃金ってなに？

Q.そもそも同一労働同一賃金とは？どのようなことをすべき？

→A.職務内容や責任の程度が同じであれば、正社員か非正規雇用かといった雇用形態の違いにかかわ

らず、同一の賃金を支払うという原則のことです。

正社員と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇差が禁止されています。
（2021年4月1日より施行）

Q.そもそも同一労働同一賃金とは？どのようなことをすべき？

→A.職務内容や責任の程度が同じであれば、正社員か非正規雇用かといった雇用形態の違いにかかわ

らず、同一の賃金を支払うという原則のことです。

正社員と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇差が禁止されています。
（2021年4月1日より施行）

よくある相談ケース4よくある相談ケース4

 具体例 労働者に対する待遇に関する説明義務

→非正規雇用労働者は、「正社員との待遇差の内容や理由」など、自身の待遇について事業主に説

明を求めることができるようになりました。事業主は、非正規雇用労働者から求めがあった場合

は、説明をしなければなりません。

 具体例 労働者に対する待遇に関する説明義務

→非正規雇用労働者は、「正社員との待遇差の内容や理由」など、自身の待遇について事業主に説

明を求めることができるようになりました。事業主は、非正規雇用労働者から求めがあった場合

は、説明をしなければなりません。

 ・point

→労働者に説明を行う際は資料を活用し、わかりやすく説明しましょう。比較対象となる正社員については、短時間労働者・有期雇用労働者と職務の内容、職務の内容・配置
の変更の範囲等が最も近いと事業主が判断する正社員を選定しましょう。労働者が納得するまで説明することまで求めるものではありませんが、納得が得られるよう真摯で丁
寧な説明に努める必要があります。（ 「パートだから」、「契約社員だから」という理由では、説明として認められません。待遇ごとの性質・目的に照らして、職務内容
や転勤・異動の範囲の違いなどから具体的に理由を説明できることが必要です。）

また、労働者が説明を求めたことを理由に不利益な取扱いをすることは禁止されています。

 ・point

→労働者に説明を行う際は資料を活用し、わかりやすく説明しましょう。比較対象となる正社員については、短時間労働者・有期雇用労働者と職務の内容、職務の内容・配置
の変更の範囲等が最も近いと事業主が判断する正社員を選定しましょう。労働者が納得するまで説明することまで求めるものではありませんが、納得が得られるよう真摯で丁
寧な説明に努める必要があります。（ 「パートだから」、「契約社員だから」という理由では、説明として認められません。待遇ごとの性質・目的に照らして、職務内容
や転勤・異動の範囲の違いなどから具体的に理由を説明できることが必要です。）

また、労働者が説明を求めたことを理由に不利益な取扱いをすることは禁止されています。
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（発展）同一労働同一賃金に係る裁判例（発展）同一労働同一賃金に係る裁判例

 参考 参考

判決理由
待遇（手当）の
性質・目的

判断待遇（手当）

正社員は転居を伴う配転が予定されており、
契約社員よりも住宅に要する費用が多寡と
なる可能性がある。

従業員の住宅に要する費用
を補助する趣旨で支給。

不合理で
はない

住宅手当

労働契約に期間の定めがあるか否かによって
通勤に必要な経費が異なるわけではない。
正社員と契約社員の職務の内容・配置の変更
の範囲が異なることは、通勤に必要な費用の
多寡に関係はない。

通勤に要する交通費を補填
する趣旨で支給。不合理通勤手当

正社員と契約社員の職務の内容が同じである
ことから出勤する者を確保する必要性は同じ
であり、将来の転勤や出向の可能性等の相違
により異なるものではない。

出勤する労働者を一定数確
保する必要があることから、
皆勤を奨励する目的で支給。

不合理皆勤手当

業務の内容等に関わらず、実際に勤務した
こと自体を支給要件としており年末年始勤務
手当の支給趣旨は契約社員にも妥当する。

最繁忙期であり、多くの労働
者は休日である年末年始期間
に業務に従事したことに対し、
その勤務の特殊性の対価
として支給。

不合理
年末年始
勤務手当

https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/reform/precedent.html
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◯コラム(安全衛生) 衛生管理(推進)者について◯コラム(安全衛生) 衛生管理(推進)者について

 選任要件等について

→社会福祉施設については、各施設（事業場）ごとの常時雇用している労働者数に応じて、以下の者を選任する必要があ
ります。

なお、労働者数については、正社員のみならず、パートタイム労働者なども含まれるものです。

 選任要件等について

→社会福祉施設については、各施設（事業場）ごとの常時雇用している労働者数に応じて、以下の者を選任する必要があ
ります。

なお、労働者数については、正社員のみならず、パートタイム労働者なども含まれるものです。

資格要件選任が必要な役職常時使用する労働者数

第二種衛生管理者の免許を持つ者。衛生管理者50人以上

 以下のいずれかの要件を満たす者

①都道府県労働局長の指定する団体が行う
「衛生推進者養成講習」を修了した者
 ②大学・高専を卒業し、その後1年以上の労
働衛生の実務経験がある者
③ 高等学校又は中等教育学校を卒業し、そ
の後3年以上の労働衛生の実務経験がある者
 ④5年以上の労働衛生の実務経験がある者

⑤衛生管理者・労働衛生コンサルタントの
資格を有する者

衛生推進者10人以上50人未満

―
特になし

※選任義務はありませんが、安全衛生管
理を行う責任者を定めることが望ましい。

10人未満 9



◯コラム(安全衛生) “安全"推進者について◯コラム(安全衛生) “安全"推進者について

 安全推進者

→法律上、社会福祉施設については、労働災害を防ぐための責任者である安全推進者の選任義務はありません。(※労働者数に応じて衛生推進(衛生管理)者は選任義務あり。)

しかし、わが国の1年間に発生する休業4日以上の労働災害（Ex.腰痛・転倒災害等）のうち、約3分の1以上が、社会福祉施設を含む業種（労働安全衛生法施行令（昭和47
年政令第318号）第2条第3号に掲げる業種）において発生していることから、社会福祉施設についても安全管理体制の構築が急務となっています。

したがって、法律上選任義務のない社会福祉施設についても、安全関係の担当者の配置として、安全推進者の選任が望ましいです。

（労働安全衛生法施行令第2条第3号に掲げる業種における安全推進者の配置等に係るガイドライン）

 安全推進者

→法律上、社会福祉施設については、労働災害を防ぐための責任者である安全推進者の選任義務はありません。(※労働者数に応じて衛生推進(衛生管理)者は選任義務あり。)

しかし、わが国の1年間に発生する休業4日以上の労働災害（Ex.腰痛・転倒災害等）のうち、約3分の1以上が、社会福祉施設を含む業種（労働安全衛生法施行令（昭和47
年政令第318号）第2条第3号に掲げる業種）において発生していることから、社会福祉施設についても安全管理体制の構築が急務となっています。

したがって、法律上選任義務のない社会福祉施設についても、安全関係の担当者の配置として、安全推進者の選任が望ましいです。

（労働安全衛生法施行令第2条第3号に掲げる業種における安全推進者の配置等に係るガイドライン）

 安全推進者の職務内容について

(1) 職場環境及び作業方法の改善に関すること

→Ex.職場内の整理整頓(4S活動)の推進、床の凸凹面の解消等職場内の危険箇所の改善 等

(2) 労働者の安全意識の啓発及び安全教育に関すること

→Ex.朝礼等の場を活用した労働災害防止に係る意義の周知・啓発、要介護者の介助作業に係る安全な作業手順についての教育・研修の実施 等

(3) 関係行政機関に対する安全に係る各種報告、届出等に関すること

→Ex.労働災害を発生させた場合における労働者死傷病報告の作成及び労働基準監督署長への提出 等

 安全推進者の職務内容について

(1) 職場環境及び作業方法の改善に関すること

→Ex.職場内の整理整頓(4S活動)の推進、床の凸凹面の解消等職場内の危険箇所の改善 等

(2) 労働者の安全意識の啓発及び安全教育に関すること

→Ex.朝礼等の場を活用した労働災害防止に係る意義の周知・啓発、要介護者の介助作業に係る安全な作業手順についての教育・研修の実施 等

(3) 関係行政機関に対する安全に係る各種報告、届出等に関すること

→Ex.労働災害を発生させた場合における労働者死傷病報告の作成及び労働基準監督署長への提出 等

‣ (参考)社会福祉施設の安全管理マニュアル
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000110454_00003.html 10
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 働き方改革はどう進めていけばいいの？

‣働き方改革特設サイト

https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/

‣神奈川働き方改革推進支援センター

https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/consultation/kanagawa/

 労務管理のどこに気を付ければいいの？

‣介護労働者の労働条件の確保・改善ポイント

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000740605.pdf

‣訪問介護労働者の法定労働条件の確保のために

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001048087.pdf

 同一労働同一賃金について、詳しく知りたい！

‣パートタイム・有期雇用労働法対応のための取組手順書

https://www.mhlw.go.jp/content/001133569.pdf
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‣働き方改革特設サイト

https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/

‣神奈川働き方改革推進支援センター

https://hatarakikatakaikaku.mhlw.go.jp/consultation/kanagawa/

 労務管理のどこに気を付ければいいの？

‣介護労働者の労働条件の確保・改善ポイント

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000740605.pdf

‣訪問介護労働者の法定労働条件の確保のために

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001048087.pdf

 同一労働同一賃金について、詳しく知りたい！

‣パートタイム・有期雇用労働法対応のための取組手順書

https://www.mhlw.go.jp/content/001133569.pdf

• 神奈川労働局から発信される最新
の情報がほしい！
‣ 神奈川労働局メールマガジン      

https://jsite.mhlw.go.jp/kanagawaroudoukyoku/home/m
erumaga.html

労働基準局
広報キャラクター たしかめたん

社労士等の専門家が
中小企業事業主からの
労務管理上の相談に応
じます。
（相談無料、秘密厳守）

11厚生労働省・神奈川労働局・相模原労働基準監督署
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安全衛生関連(社会福祉施設)安全衛生関連(社会福祉施設)
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